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ふるさと納税に係る指定制度の運用について 

 

ふるさと納税に係る指定制度については、下記の事項に留意の上、適正に運用され

るようお願いします。 

貴都道府県内市区町村に対してもこの旨周知するとともに、適切な助言・支援をお

願いします。 

なお、この通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）

に基づくものです。 

 

記 

 

１．申出書の提出等 

（１）申出 

① 総務大臣への申出書の提出 

総務大臣による指定を受けようとする地方団体は、ふるさと納税の指定基準ヘ

の適合性に関する事項を記載した申出書を総務大臣に提出すること（法第37条の

２第３項、第314条の７第３項、省令第１条の17）。 

指定を受けようとする地方団体は、申出書の様式により、実施予定のふるさと

納税の募集の方法を踏まえ、指定対象期間を通じて、各指定基準に適合してふる

さと納税の募集を適正に実施する旨を申し出ること。 

 

② 申出書に添付する書類 

申出書には、申出書に記載した内容を補完し各指定基準に適合していることを

証する書類として、以下の書類を添付すること（法第37条の２第３項、第314条の

７第３項、省令第１条の17の２第１項）。なお、「ふるさと納税に係る指定制度の運

用について」（令和７年６月24日付け総税市第74号）において添付を求めていた様

式１－１及び様式１－２については、令和８年指定対象期間（令和８年10月１日

から令和９年９月30日までの期間をいう。以下同じ。）に係る指定に関しては、別

途、法第37条の２第４項及び第314条の７第４項に基づく報告の求めを行うことと

しており、当該報告に対する回答により、申出書への添付に代えるものとする（７

月末を報告期限とする予定）。各地方団体においては報告に向けた準備を行うとと

もに、見込額の状況を踏まえ、指定の申出を行うこと。 

（ⅰ）総務省が指定に関し支障がないと認める地方団体（以下「特定地方団体」と

う。）以外の地方団体 

   ・様式１－１ 

   ・様式１－２（該当団体のみ） 

   ・様式２（該当団体のみ） 

（ⅱ）特定地方団体 

  ・様式１－１ 

殿 



   ・様式１－２（該当団体のみ） 

  ※ 特定地方団体については、申出書に添付する書類としての様式２の提出を

原則として省略するが、告示第６条第３号に該当する返礼品等の提供する地

方団体においては、同号ロのとおり、返礼品等の製造等を行う者から取得し

た証明書の内容を一覧表（総務大臣通知別紙２の別添２）により公表するこ

ととしているが、その一覧表を提出することに留意すること。また、告示第

６条第３号に該当する返礼品等のうち一定のものについては、様式２の提出

が必要であることに留意すること（７（１）参照）。 

 

書類の記載に当たっては、各様式の記載要領によること。 

・様式１－１ 前指定対象期間に受領した寄附金（見込額）及びその募集に要した費

用（見込額）（省令第１条の17の２第１項第２号） 

・様式１－２ ふるさと納税の募集に要した費用が寄附金総額の５割を超える見込

みとなった要因（省令第１条の17の２第１項第２号） 

・様式２ 指定対象期間に提供する返礼品等の内容（告示第６条関係、省令第１

条の17の２第１項第１号） 

 

また、令和８年指定対象期間に係る指定に当たっては、令和７年指定対象期間

（令和７年10月１日から令和８年９月30日までの期間をいう。以下同じ。）におい

て、募集費用が寄附金受領額の合計額の５割以内となっていることが要件となっ

ていること。なお、今後、募集費用及び寄附金受領額の実績調査を実施することを

予定しており、当該調査において、募集費用が寄附金受領額の合計額の５割を超

過したことが判明した地方団体については、指定取消しの対象となり得るので留

意すること。 

 

③ 市区町村に係る申出書等の都道府県による取りまとめ 

市区町村に係る申出書及び添付書類（以下「申出書等」という。）は、それぞれ

の市区町村を包括する都道府県を経由して総務大臣に提出すること（省令第１条

の16第１項）。 

都道府県は、貴都道府県内の市区町村から提出された申出書及び様式２の内容

について「申出集計表（都道府県取りまとめ用）」に転記して取りまとめ、貴都道

府県内の市区町村から提出された申出書等とともに総務大臣に提出すること。 

 

④ 申出期間 

申出書等の提出期間は、令和８年７月１日から同月31日までの間とするもので

あること（省令第１条の16第１項）。 

 

（２）ヒアリングの実施等 

① 都道府県によるヒアリング等 

都道府県は、貴都道府県内の市区町村から提出された申出書等の内容について、

必要な事項が正確に記載されているか等について確認すること。その際、当該申

出書等を提出した市区町村が各指定基準に適合してふるさと納税の募集を適正に

実施することについて疑義がある場合には、該当市区町村に対してヒアリングの

実施や必要な追加資料の提出を求めること等により確認を行うこと。 

 

② 総務省によるヒアリング等 

総務省は、地方団体から提出された申出書等の内容を踏まえ、地方団体の指定



に当たり必要な場合には、該当地方団体に対してヒアリングの実施や追加資料の

提出を求めるものであること。 

 

２．総務大臣による指定 

（１）対象団体の指定及び指定対象期間 

総務大臣は、地方団体から提出された申出書等の内容を踏まえ、地方財政審議

会の意見を聴取した上で、指定対象期間を通じて各指定基準に適合する地方団体

として認められるものを、ふるさと納税の対象となる地方団体として指定するも

のであること（法第37条の２第２項、第314条の７第２項）。 

総務大臣の指定等に係る基準（地方自治法第250条の２の規定に基づく基準）は、

各指定基準に加え、本通知及び「ふるさと納税に係る指定制度の運用についての

Ｑ＆Ａについて」（令和８年４月１日付け総税市第33号。以下「Ｑ＆Ａ」という。）

とするものであること。 

また、指定対象期間において、各指定基準に適合していないことが判明した場

合は、当該地方団体は指定の取消しの対象となり得るものであること（法第37条

の２第５項、第314条の７第５項）。なお、令和８年４月１日以降に各指定基準に違

反する事実が生じた場合には、令和８年度税制改正により、その指定取消期間が

３年以内となっていることに留意すること。 

対象団体の指定は、原則として１年単位で行うこととし、指定対象期間は令和

８年10月１日から令和９年９月30日までの期間とするものであること（省令第１

条の16第１項）。 

なお、総務大臣による指定を受けていない地方団体は令和９年４月１日から同

年８月31日までの間に、指定を取り消された地方団体は当該取消しの日から起算

して総務大臣が定める期間（令和８年３月31日以前に指定を取り消された地方団

体については２年）を経過する日の属する月の初日から末日までの間に、それぞ

れ１回に限り、申出書等を総務大臣に提出することができるものであり、当該地

方団体が指定を受ける場合における指定対象期間は、当該指定をした旨の告示を

した日から令和９年９月30日までの期間となること（省令第１条の15の２、第１

条の16第２項及び第３項）。 

 

（２）指定通知及び指定告示 

総務大臣がふるさと納税の対象となる地方団体を指定したときは、当該地方団

体に通知するとともに、直ちにその旨を告示するものであること（法第37条の２

第７項、第314条の７第７項）。 

 

（３）指定を受けた旨の表示等 

総務大臣による指定を受けた地方団体は、ふるさと納税を行おうとする納税義

務者が、当該地方団体が指定を受けていることを把握できるように、速やかに、指

定を受けた旨を当該地方団体のふるさと納税の募集ホームページ等において表示

すること。 

総務大臣による指定を受けていない地方団体は、納税義務者がふるさと納税の

対象であると誤解をして当該地方団体に対して寄附金を支出することがないよう、

寄附の申出者に対して、ふるさと納税の対象外であることを明示的に確認した上

で寄附金を受領すること等、適切な措置を講ずること（取扱通知（県）１２の６

（２）、取扱通知（市）２４の７（２））。 

 

３．募集適正基準（告示第３条関係） 



（１）寄附に伴って経済的利益を提供する者を通じた募集の禁止（告示第３条第１号

ロ⑵関係） 

令和７年10月１日以降、寄附金の寄附に伴って寄附者に対し金銭その他の経済

的利益（通常の商取引に係る決済に伴って提供されるものに相当するものを除く。

以下単に「経済的利益」という。）を提供する者（この者が、第三者を通じて経済

的利益を付与する場合を含む。以下同じ。）を通じた募集については禁止されてい

る。地方団体が経済的利益を提供する者を通じた募集を行った場合は、指定の取

消しの対象となり得るものであること。 

そのため、各地方団体において、募集に係る事務を委託している事業者が経済

的利益を提供していないことについて定期的に確認するなど、適切な対応を取る

こと。 

なお、経済的利益は、ポータルサイト運営事業者が付与するポイントに限られ

ず、返礼品提供事業者が通常提供する返礼品とは別に、追加的に物品等を提供す

ることを表示して募集を行った場合には、本指定基準に違反するおそれがあるこ

とに十分留意すること。 

 

（２）募集に要する費用の透明化（告示第３条第２号関係） 

募集に要する費用の透明化を促進するため、毎年度の募集に要する費用の支払

のうち１支払先あたり100万円以上のものについて、その支払先、支払額及び支

払目的を総務大臣通知に定める様式により、翌年度の９月30日までに地方団体が

管理するウェブサイトで公表するよう求めている。 

令和８年指定対象期間の指定に当たっては、令和７年度の募集に要する費用を

令和８年９月30日までに公表する必要があることから、指定申出を行った地方団

体においては公表に向けた準備を進め、同日までに確実に公表すること。 

なお、令和７年４月１日から同年９月30日までの期間における募集に要する費

用について、公表を避けるべき特段の理由があるときは、令和７年10月１日から

令和８年３月31日までの期間における募集に要する費用について、公表すること

（平成三十一年総務省告示第百七十九号の一部を改正する件（令和７年総務省告

示第220号）附則第３項）。 

 

（３）食品の産地名の適正な表示の確保（告示第３条第３号関係） 

食品を返礼品等として提供する地方団体にあっては、食品の産地名の適正な表

示を確保するため、食品返礼品取扱事業者との契約において、食品の産地名を適

正に表示する旨の規定や地方団体が必要と認める時は、当該食品返礼品取扱事業

者に対し、実地調査を含む調査を行うことができる旨の規定を設けることとされ

ていること。また、当該規定に基づき、定期的に必要な調査等を行うとともに、食

品の産地名の適正な表示が行われていないことが疑われる場合等においては速や

かに実地調査等を行うこと。 

令和７年６月には、産地の不適正表示に起因する地場産品基準違反による指定

取消し事案が発生するとともに、その後も、ふるさと納税の返礼品等も含めた食

品の産地偽装事案が複数発生しているところである。各地方団体において、改め

て食品返礼品取扱事業者との契約に必要な規定が設けられているか確認するとと

もに、定期的に必要な調査等を実施するなど必要な措置を講ずること。 

なお、Ｑ＆Ａ問13に示しているとおり、各地方団体が必要な措置を講ずること

なく、食品返礼品取扱事業者が産地名の表示を偽った場合は、指定の取消しの対

象となり得るものであることに留意すること。 

 



４．寄附金活用基準（告示第４条関係） 

（１）基本的な考え方 

ふるさと納税は、ふるさとやお世話になった地方団体への感謝や応援の気持ち

を伝え、税の使い道を自らの意思で決めることを可能とするために創設された制

度であり、制度を通じて受け入れた寄附金については、地方団体を応援したいと

いう寄附者の思いに応えるためにも寄附金の募集に要する費用を抑えつつ、でき

る限り地方団体における住民サービスの充実や地域振興のために活用されること

が重要であること。 

この観点から、令和８年度税制改正において、新たに、寄附金活用基準を規定

し、寄附金活用可能額の割合を段階的に引き上げることとしており、令和８年指

定対象期間については、当該期間における寄附金活用可能額が、当該期間におい

て受領する第１号寄附金（法第37条の２第１項第１号及び第314条の７第１項第

１号に掲げる寄附金をいう。以下同じ。）の額の合計額の100分の52.5に相当する

金額以上であることとされていること（地方税法等の一部を改正する法律（令和

８年法律第２号）附則第３条第５項、第11条第４項）。 

特に、ふるさと納税のポータルサイト手数料に関しては、令和６年度における

実質的な手数料が1,379億円、手数料率にして11.5％に達していることから、令

和８年５月22日に、総務省として、大手ポータルサイト運営事業者が参加する一

般社団法人ふるさと納税協会の会員企業に対し、速やかにポータルサイト手数料

の引下げに取り組んでいただくよう要請したところ。各地方団体においても、今

回の要請を踏まえつつ、ポータルサイト手数料等の見直しに向け各事業者と調整

していただくなど、適切に対応いただきたいこと。なお、各地方団体における対

応状況については、今後、調査を予定していること。 

また、各地方団体において、指定対象期間の初日の属する年度及び指定対象期

間の末日の属する年度における寄附金活用可能額の使途に関する事項について、

当該地方団体のウェブサイトに掲載することにより公表することとしているこ

と。なお、公表様式については、告示において規定していないが、別途、参考例

について情報提供することを予定していること。 

 

（２）募集に要する費用の額の算定方法（告示第４条第１項関係） 

法第37条の２第２項第２号イ及び第314条の７第２項第２号イにおいて、寄附

金活用可能額については、指定対象期間において受領する第１号寄附金の額の合

計額から当該指定対象期間における第１号寄附金の募集に要する費用の額として

総務大臣が定めるところにより算定した額を控除して得た額と規定しているこ

と。 

告示第４条第１項及びＱ＆Ａ問15に示しているとおり、当該募集に要する費用

には、 

・ 寄附金に係る受領証の発行事務に要する費用 

・ ワンストップ特例に係る申請書の受付事務に要する費用 

・ ふるさと納税に関する業務に係る職員の人件費（ふるさと納税以外の業務も

兼任している職員に係るものを含む。） 

・ ふるさと納税に係る寄附の募集や返礼品等に係る情報を掲載するポータルサ

イトの運営事業者に対して支払う費用 

・ ふるさと納税に関する様々な事務を委託するために事業者に対して支払う費

用 

などといった、ふるさと納税の募集を行ったことや寄附金を受領したことにより

発生したと考えられる費用は、全て含まれるものであることに留意すること。 



 なお、「ふるさと納税の適正な運用について」（令和８年４月１日付け総税市第

34号）及びＱ＆Ａ問16に示しているとおり、募集に要する費用の計上方法につい

ては、寄附金受領日ベースに統一することとしていることに留意すること。 

返礼品等の調達に係

る費用 

返礼品等の調達費用、公共施設等の入場を返礼品等とす

る場合における公共施設等の入場料 等 

返礼品等の送付に係

る費用 

返礼品等の運送料、梱包費用 等 

広報に係る費用 新聞広告の掲載に要する費用、インターネット広告の掲

載に要する費用 等 

決済に係る費用 インターネット上のクレジットカード決済の手数料、金

融機関の取扱い手数料 等 

事務に係る費用 ふるさと納税の専任職員及び兼任職員（ふるさと納税の

業務に従事する部分）の人件費、返礼品等に係る情報を

ポータルサイトに掲載するための運営事業者に対する委

託料、ワンストップ特例に関する事務や寄附金受領証に

関する事務に要する費用 等 

なお、令和８年指定対象期間に係る寄附金活用可能額の割合が100分の52.5未満

となった地方団体については、令和９年10月１日から開始する指定対象期間にお

いて指定の取消しの対象となり得るものであること。また、これに関する実績調

査についても予定していること。 

 

５．返礼割合３割以下基準（告示第５条関係） 

返礼品等の調達に要する費用の額は、返礼品等に係るいわゆる原価や定価ではな

く、「地方団体が現に支出した額」（告示第５条第１号）であって、調達に当たっ

て、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により課されるべき消費税に相当す

る金額及び法第２章第３節の規定により課されるべき地方消費税に相当する金額が

ある場合には、これらの金額を含めること。 

また、返礼品提供事業者への奨励金や補助金のほか、地方団体のプロモーション

費用等の名目であったとしても、当該経費が実質的に返礼品等を調達するための費

用に充当されることによって、調達費用の名目で支払われた額のみによって調達す

る場合よりも多くの数量の返礼品等の調達が行われる場合には、当該経費も含めた

額が調達費用となること。その結果、その額が受領した寄附金の額の３割を超える

場合には、指定の取消しの対象となり得るものであること。 

 

６．地場産品基準（告示第６条関係） 

（１）基本的な考え方 

ふるさと納税は、住所地団体に納める個人住民税の一部をふるさと等へ実質的

に移転させる効果を持つ制度であることから、寄附金の使い途も高い公益性が求

められるものであり、返礼品等を提供する場合も、当該返礼品等そのものが地域

における雇用の創出や新たな地域資源の発掘等、当該地域経済の活性化に寄与す

るものであることが必要である。したがって、返礼品等を提供する場合には、「当

該都道府県等の区域内において生産された物品又は提供される役務その他これら

に類するもの」（以下「地場産品」という。）とすることとしている。 

これを踏まえ、告示第６条各号は、当該地方団体において地域経済の活性化に

つながっているか、当該地方団体の区域内において付加価値が生じているか、と

いう観点から定めたものであり、各地方団体は、そうした趣旨に沿って個別の判

断を行うこと。その際、類似する返礼品等が他の地方団体において提供されてい



ること等は地場産品基準に適合している理由とはならないため、Ｑ＆Ａ等を参照

の上、基準適合性について適正に判断すること。 

また、提供する返礼品等が地場産品基準に適合しているかについての確認は、

当該返礼品等を提供する地方団体の責務であることに十分留意すること。返礼品

等の選定・調達、広告等の一部又は全部を外部事業者に委託している場合であっ

ても、地場産品基準等に適合しなくなったと認められたときは指定の取消しの対

象となり得るものであるため、地方団体においてその内容の確認を十分に行うな

ど適切に対応すること。 

市区町村を包括する都道府県は、当該都道府県域の実情や他の近隣市区町村に

おける対応等に鑑みながら、広域の地方団体の立場から適切な助言を行う等、貴

都道府県内の各市区町村において告示の解釈の整合性が確保されるよう積極的な

役割を果たされたいこと。 

 

（２）地場産品基準の明確化 

以下の内容については、令和８年10月１日以後に開始する指定対象期間から新

たに適用となるため、同日以後に開始する指定対象期間において指定を受けよう

とする地方団体は、提供を予定する返礼品等が地場産品基準に適合しているか改

めて確認すること。 

① 付加価値基準の明確化（告示第６条第３号関係） 

告示第６条第３号の適用について、返礼品等の製造等を行う者により、返礼品

等の価値の過半が区域内の工程で生じている旨の証明がなされ、当該証明の内容

が総務大臣が定めるものに係る通知に定める様式により、地方団体が本号に該当

する返礼品等を提供する旨を表示して寄附金の募集を開始する日までに、当該地

方団体が管理するウェブサイトで公表される場合に限り適合するものとするこ

と。 

総務大臣通知において、区域内の工程で生じた価値の算出方法を定めていると

ころであるが、原則として、標準的な算出方法によることとし、その他の算出方

法による場合には、その他の算出方法とする理由や算出方法の詳細について、個

別に確認することを予定していること。 

なお、告示第６条第３号に該当する返礼品等を提供する地方団体においては、

同号ロのとおり、返礼品等の製造等を行う者から取得した証明書の内容を一覧表

（総務大臣通知別紙２の別添２）により公表することとしているが、その一覧表

を申出書とあわせて提出すること。 

なお、当該算出方法等に用いる調達費用については、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第２条第14項の「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければ

ならない」との規定や、地方財政法（昭和23年法律第109号）第３条第１項の

「合理的な基準によりその経費を算定し、これを予算に計上しなければならな

い」との規定に照らして、妥当なものである必要があり、合理的な理由なく、一

般消費者に対して販売する際の通常の価格よりも高額である場合には、付加価値

基準の適合性に疑義が生じ得るものであること。 

 

② 広報目的基準の明確化（告示第６条第５号関係） 

 告示第６条第５号の適用について、以下のいずれにも該当する場合に限り適合

するものとすること。 

(ⅰ) 形状、名称、その他の特徴から当該地方団体の独自の返礼品等であるこ

とが明白なもの 



(ⅱ) 指定対象期間の初日の属する年の前年の10月１日から翌年の９月30日ま

での間に、地方団体が広報の目的で自ら調達し、配布又は販売を行った実績

（返礼品等の提供によるものを除く。）があるもの 

(ⅲ) 指定対象期間において、当該地方団体が広報の目的で自ら調達し、配布

又は販売を行う計画（返礼品等の提供によるものを除く。）を定めているも

の 

(ⅳ) 指定対象期間において、返礼品等として提供する数量が(ⅱ)の配布又は

販売を行った数量を超えないもの 

 

（３）都道府県による認定に係る総務省への報告等（告示第６条第８号関係） 

地場産品は、各地方団体の区域単位が原則であるが、告示第６条第８号イ～ハ

に掲げる項目に該当する場合に限り、当該地方団体を含むより広い区域を単位と

することができるものであり、いずれの場合であっても、関係する地方団体間に

おいて十分な調整を行い、関係団体の合意の上で、返礼品等を取り扱うこと。 

また、都道府県が当該都道府県内の複数の市区町村において地域資源として相

当程度認識されている物品及び当該市区町村の認定又は認定の変更を行おうとす

る場合（告示第６条第８号ハ）は、当該都道府県は、事前に様式３により総務省

に報告されたいこと。 

様式３に記載されていない物品であるにもかかわらず、地域資源であるとし

て、告示第６条第８号ハに該当する返礼品等として提出される事例が散見される

ため、令和８年指定対象期間に係る指定申出に当たっては、様式３について地域

資源として認定する物品を漏れなく記載するとともに、都道府県においても市区

町村からの返礼品等の提出状況を確認すること。なお、総務省においても、都道

府県から提出された様式３に基づき、厳格に確認する予定であること。 

 

７．返礼品等の基準適合性の確認に係る事務の効率化等 

（１）一部提出書類の省略（省令第１条の17の２第２項関係） 

令和８年指定対象期間に係る指定手続から、事務負担の軽減や返礼品等の提供

の円滑化を図る観点から、特定地方団体については、申出書に添付する書類とし

ての様式２の提出を省略し、基準適合性の確認は行わないこととすること。ま

た、特定地方団体が指定対象期間の開始後に新たに返礼品等の提供を開始しよう

とする場合においても、基準適合性の確認は行わない予定であること。 

特定地方団体に該当するか否かについては、令和７年指定対象期間に提供しよ

うとする返礼品について、総務省において基準適合性の確認を行った際に、基準

適合性が否認（地方団体が自ら取下げた場合及び基準適合性に係る疑義が解消し

なかった場合を含む。以下同じ。）されていないことを基礎として、その他一切

の事情を総合考慮した上で指定に関し支障がないか判断することとしており、そ

の結果については、別途お知らせすることとしていること。ただし、告示第６条

第３号に該当する返礼品等に関し、区域内の工程で生じた価値の算出方法につい

ては、原則として、標準的な算出方法によることとしていることから、特定地方

団体において、その他の算出方法とする告示第６条第３号に該当する返礼品等が

ある場合には、申出書と併せて当該返礼品等に係る様式２を提出すること。 

なお、これらの取扱いについては、令和９年10月１日以降の指定対象期間に係

る指定についても、同様とする予定であること。 

 

（２）地方団体における基準適合性の担保 



特定地方団体が提供する返礼品等についても、ふるさと納税制度の適正な運用

を確保する観点から、令和８年10月１日以降、必要に応じ、総務省において、基

準適合性の確認を行うことを予定していることから、令和８年10月１日から開始

する指定対象期間において提供を予定する返礼品等について、様式２－２の提出

を求める予定であること。そのため、特定地方団体は、様式２－２を令和８年９

月30日までに作成すること。 

加えて、特定地方団体は、令和８年指定対象期間の開始後に新たに提供を開始

する返礼品等について、様式２－２を令和９年９月30日までに作成すること。 

なお、特定地方団体が提供する返礼品等について、総務省における基準適合性

の確認の結果、基準適合性が否認された場合又は地方団体が自ら取下げた場合

は、令和９年10月１日から開始する指定対象期間に係る特定地方団体から除外す

るものであること。その上で、基準に適合していないことが確認された場合に

は、当該地方団体は指定の取消しの対象となり得るものであること。 

 

８．各指定基準の遵守の徹底 

指定基準の遵守は地方団体の責務であることから、指定基準への適合性について

は、厳格な確認を行うとともに、担当職員のみならず、都道府県知事・市区町村長

を含む高いレベルで認識を共有し、指定基準の遵守を徹底すること。 

仮に、指定基準への適合性に疑義が生じた場合には、疑義が生じた返礼品等につ

いて、速やかに、寄附金を募集するポータルサイトへの掲載を取り止めるととも

に、返礼品等の送付を停止するなど適切な対応を講じた上で、速やかに総務省・都

道府県に報告・照会を行うこと。また、総務省からの報告の求めに対しては、事実

関係を詳細に把握した上で、都道府県知事・市区町村長等まで回答内容を共有の

上、回答を行うこと。 

 

９．返礼品取扱事業者に関する各指定基準の適合性の確認等 

ふるさと納税制度の適正な運用を確保する観点から、提供する返礼品等が各指定

基準に適合しているかについての確認は、当該返礼品等を提供する地方団体の責務

であるが、返礼品取扱事業者においても、各指定基準の内容を正しく理解するとと

もに、提供する返礼品等が各指定基準に適合しているかについて、自主的な確認が

行われることが望ましいものと考えられること。 

そのため、自主的な確認が適切に実施されるよう、地方団体においても、返礼品

取扱事業者に対し、各指定基準に関する研修会を毎年度１回以上実施するなど、必

要な支援を行うほか、返礼品等の取扱い等について不適切な運用を行った又は適切

な運用に疑念があると認められる返礼品取扱事業者に対しては、返礼品等の提供に

関する契約の見直しや実地調査など返礼品等の取扱いの適正化の観点から必要と考

えられる措置を速やかに講じること。 

また、地方団体が提供する返礼品等の品目数が多いことにより、基準適合性を十

分に担保することが困難である場合には、必要な人員の確保や返礼品等の品目数を

見直すことを検討すべきこと。 

 

10．一時所得について 

ふるさと納税に係る寄附金控除の適用が、地方団体に対する寄附金額の全額

（2,000円を除く。）について行われるのは、当該寄附が経済的利益の無償の供与と

して行われており、返礼品等の提供がある場合でも、それが寄附の対価としてでは

なく別途の行為として行われているという事実関係であることが前提となっている

ものであるが、その場合においても、返礼品等を提供する地方団体は、当該返礼品



等を受け取った場合の経済的利益については一時所得に該当するものであること

を、返礼品等の提供の際等に、寄附者に対して周知すること。 

 

11．個人情報の管理 

寄附を受けた地方団体は、ふるさと納税に係る申告特例通知書において、本人の

マイナンバーが正しく記載されていることを複層的に確認する等マイナンバーの適

切な取扱いを含め、寄附者の個人情報を厳格に管理すること。特に、返礼品等の提

供に関し外部委託等を行う際には、外部委託等に伴う個人情報漏えい防止対策を徹

底すること。 

また、地方団体が管理運営するふるさと納税の募集を行う特設のウェブサイト

（以下、「特設サイト」という。）において、不正アクセスにより個人情報が漏洩す

る事案が発生していることも踏まえ、特設サイトを有する地方団体は「地方公共団

体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」なども参考に、特設

サイトの構築・保守事業者とも連携の上、適切なセキュリティ対策を実施するとと

もに、セキュリティ対策の実施状況について定期的に確認を行うこと。 

 

12．事業趣旨の明確化及び寄附者との継続的なつながりを持つ取組 

ふるさと納税は、お世話になった地方団体に感謝し、若しくは応援する気持ちを

伝え、又は税の使い途を自らの意思で決めることを可能とすることを趣旨として創

設された制度であることを踏まえ、地方団体は、寄附金の使途について創意工夫を

図るとともに、具体的な事業趣旨や内容等をできる限り明示した上で、ふるさと納

税の募集を行うこと。また、ふるさと納税を活用した事業成果をお知らせすること

をはじめ、ふるさと納税をした方と継続的なつながりを持つ取組についても積極的

に進めること。 

 

 

 

（備考）この通知においては、次のとおり略称を用いているので、留意願います。な

お、引用する条項については、令和８年10月１日時点としています。 

法   ･･･地方税法（昭和25年法律第226号） 

省令  ･･･地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号） 

告示  ･･･平成31年総務省告示第179号 

取扱通知（県）･･･地方税法の施行に関する取扱について（道府県税関係） 

（平成22年４月１日付け総税都第16号総務大臣通知） 

取扱通知（市）･･･地方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係） 

（平成22年４月１日付け総税市第16号総務大臣通知） 

指定基準･･･法第37条の２第２項各号及び第314条の７第２項各号に掲げる基準 

総務大臣通知･･･平成31年総務省告示第179号（特例控除対象寄附金の対象となる都

道府県等の指定に係る基準等を定める件）に基づき総務大臣の定

めるものについて（令和８年４月１日付け総税市第30号総務大臣

通知） 

 

 

  



（参考）関係条文 

 

○ 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号） 

（寄附金税額控除） 

第三十七条の二 道府県は、所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金を支

出し、当該寄附金の額の合計額(当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金額及

び山林所得金額の合計額の百分の三十に相当する金額を超える場合には、当該百分

の三十に相当する金額)が二千円を超える場合には、その超える金額の百分の四(当

該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、百分の二)に相当する

金額(当該納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出し、当該特例控除対象

寄附金の額の合計額が二千円を超える場合には、当該百分の四(当該納税義務者が

指定都市の区域内に住所を有する場合には、百分の二)に相当する金額に特例控除

額を加算した金額。以下この項において「控除額」という。)を当該納税義務者の

第三十五条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。

この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、

当該所得割の額に相当する金額とする。 

一 都道府県、市町村又は特別区(以下この条において「都道府県等」という。)に

対する寄附金(当該納税義務者がその寄附によつて設けられた設備を専属的に利

用することその他特別の利益が当該納税義務者に及ぶと認められるものを除

く。) 

二～四 略 

２ 前項の特例控除対象寄附金とは、同項第一号に掲げる寄附金(以下この条におい

て「第一号寄附金」という。)であつて、この項の規定による指定(以下この条にお

いて「指定」という。)の対象となる期間として総務省令で定める期間(第二号イ及

び第五号において「指定対象期間」という。)を通じて第一号、第二号、第五号及

び第六号に掲げる基準(都道府県等が返礼品等(都道府県等が第一号寄附金の受領に

伴い当該第一号寄附金を支出した者に対して提供する物品、役務その他これらに類

するものとして総務大臣が定めるものをいう。第三号及び第四号において同じ。)

を提供する場合には、次に掲げる基準)に適合すると認められる都道府県等として

総務大臣が指定するものに対するものをいう。 

一 都道府県等による第一号寄附金の募集の適正な実施に係る基準として総務大臣

が定める基準に適合するものであること。 

二 次に掲げる基準その他都道府県等による第一号寄附金の使途に係る基準として

総務大臣が定める基準に適合するものであること。 

イ 都道府県等が指定対象期間において受領する第一号寄附金の額の合計額から

当該指定対象期間における第一号寄附金の募集に要する費用の額として総務大

臣が定めるところにより算定した額を控除して得た額(ロにおいて「寄附金活

用可能額」という。)が、当該指定対象期間において受領する第一号寄附金の

額の合計額の百分の六十に相当する金額以上であること。 

ロ 寄附金活用可能額の使途に関する事項について、総務大臣の定めるところに

より公表すること。 

三 都道府県等が個別の第一号寄附金の受領に伴い提供する返礼品等の調達に要す

る費用の額として総務大臣が定めるところにより算定した額が、いずれも当該都

道府県等が受領する当該第一号寄附金の額の百分の三十に相当する金額以下であ

ること。 



四 都道府県等が提供する返礼品等が当該都道府県等の区域内において生産された

物品又は提供される役務その他これらに類するものであつて、総務大臣が定める

基準に適合するものであること。 

五 都道府県等が指定対象期間の初日前四年以内(当該都道府県等が指定を受けて

いた期間に限る。次号において「特定期間」という。)において前各号に掲げる

基準のうち適合すべきこととされていたものに適合していなかつた事実がないこ

と(当該事実により既に第五項の規定による指定の取消し(以下この条において

「指定の取消し」という。)を受けた場合を除く。)。 

六 特定期間において行われた第四項の規定による報告の求めに対し、報告をしな

かつた事実がなく、かつ、虚偽の報告をした事実がないこと(これらの事実によ

り既に指定の取消しを受けた場合を除く。)。 

３ 指定を受けようとする都道府県等は、総務省令で定めるところにより、前項に規

定する基準への適合性に関し総務省令で定める事項を記載した申出書その他総務省

令で定める書類を総務大臣に提出しなければならない。 

４ 総務大臣は、指定をした都道府県等に対し、第一号寄附金の募集の実施状況その

他必要な事項について報告を求めることができる。 

５ 総務大臣は、指定をした都道府県等が第二項に規定する基準のいずれかに適合し

なくなつた若しくは適合していなかつたと認めるとき、又は前項の規定による報告

をせず、若しくは虚偽の報告をしたときは、指定を取り消すことができる。 

６ 総務大臣は、前項の規定により指定を取り消すときは、指定の取消しを受ける都

道府県等について、三年以内の期間を定めて指定を行わない旨の決定をしなければ

ならない。この場合において、指定の取消しを受けた都道府県等は、指定の取消し

の日から起算して当該期間を経過するまでの間は、指定を受けることができない。 

７ 総務大臣は、指定をし、又は指定の取消しをしたときは、直ちにその旨を告示し

なければならない。 

８ 総務大臣は、第二項に規定する基準若しくは同項の規定による定めの設定、変更

若しくは廃止、指定又は指定の取消し及び第六項に規定する決定については、地方

財政審議会の意見を聴かなければならない。 

９ 第一項の場合において、第二項に規定する特例控除対象寄附金(第十一項におい

て「特例控除対象寄附金」という。)であるかどうかの判定は、所得割の納税義務

者が第一号寄附金を支出した時に当該第一号寄附金を受領した都道府県等が指定を

されているかどうかにより行うものとする。 

10～14 略 

 

○ 地方税法施行規則（昭和二十九年総理府令第二十三号） 

（法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項の総務省令で定める期間） 

第一条の十五の二 法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定する

総務省令で定める期間は、毎年十月一日から翌年九月三十日までの期間とする。た

だし、次条第二項又は第三項の規定により法第三十七条の二第三項及び第三百十四

条の七第三項に規定する申出書及び書類(次条において「申出書等」という。)を提

出した都道府県、市町村又は特別区(次条から第一条の十七の二までにおいて「都

道府県等」という。)が法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項の規

定による指定(以下この条から第一条の十七の二までにおいて「指定」という。)を

受ける場合は、当該指定をした日から同日以後最初に到来する九月三十日までの期

間とする。 

 

（法第三十七条の二第三項及び第三百十四条の七第三項の申出書等の提出方法） 



第一条の十六 毎年十月一日から翌年九月三十日までの期間を法第三十七条の二第二

項及び第三百十四条の七第二項に規定する指定対象期間(以下この項及び第一条の

十七の二第一項第一号において「指定対象期間」という。)とする指定を受けよう

とする都道府県等は、当該指定に係る指定対象期間の初日の属する年の七月一日か

ら同月三十一日までの間に、申出書等を総務大臣に(市町村又は特別区にあつて

は、都道府県知事を経由して総務大臣に)提出するものとする。 

２ 現に指定を受けていない都道府県等であつて指定を受けようとするもの(当該指

定について既にこの項又は次項の規定により申出書等を提出した都道府県等並びに

法第三十七条の二第五項及び第三百十四条の七第五項の規定による指定の取消し

(以下この項及び次項において「指定の取消し」という。)を受けた都道府県等(当

該指定の取消しの日から起算して当該指定の取消しに係る法第三十七条の二第六項

及び第三百十四条の七第六項の規定により総務大臣が定める期間(次項において

「特定期間」という。)を経過しないものに限る。)を除く。)は、前項の規定にか

かわらず、毎年四月一日から同年八月三十一日までの間に、申出書等を総務大臣に

(市町村又は特別区にあつては、都道府県知事を経由して総務大臣に)提出すること

ができる。 

３ 指定の取消しを受けた都道府県等であつて指定を受けようとするもの(当該指定

について既に前項又はこの項の規定により申出書等を提出した都道府県等を除

く。)は、第一項の規定にかかわらず、当該指定の取消しの日から起算して当該指

定の取消しに係る特定期間を経過する日の属する月の初日から末日までの間に、申

出書等を総務大臣に(市町村又は特別区にあつては、都道府県知事を経由して総務

大臣に)提出することができる。 

 

（法第三十七条の二第三項及び第三百十四条の七第三項の総務省令で定める事項） 

第一条の十七 法第三十七条の二第三項及び第三百十四条の七第三項に規定する法第

三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定する基準への適合性に関し

総務省令で定める事項は、次に掲げる事項(都道府県等が法第三十七条の二第二項

及び第三百十四条の七第二項に規定する返礼品等(次条第一項第一号において「返

礼品等」という。)を提供しない場合には、第一号、第二号及び第五号から第七号

までに掲げる事項)とする。 

一 法第三十七条の二第二項第一号及び第三百十四条の七第二項第一号に掲げる基

準に適合する旨 

二 法第三十七条の二第二項第二号及び第三百十四条の七第二項第二号に掲げる基

準に適合する旨 

三 法第三十七条の二第二項第三号及び第三百十四条の七第二項第三号に掲げる基

準に適合する旨 

四 法第三十七条の二第二項第四号及び第三百十四条の七第二項第四号に掲げる基

準に適合する旨 

五 法第三十七条の二第二項第五号及び第三百十四条の七第二項第五号に掲げる基

準に適合する旨 

六 法第三十七条の二第二項第六号及び第三百十四条の七第二項第六号に掲げる基

準に適合する旨 

七 前各号に掲げるもののほか、指定に関し必要な事項 

 

（法第三十七条の二第三項及び第三百十四条の七第三項の総務省令で定める書類） 

第一条の十七の二 法第三十七条の二第三項及び第三百十四条の七第三項に規定する

総務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 



一 都道府県等が指定対象期間に提供する返礼品等の内容に関する書類 

二 前号に掲げるもののほか、指定に関し必要な書類 

２ 総務大臣は、都道府県等の指定に関し支障がないと認める場合には、当該都道府

県等について、前項各号に掲げる書類の一部又は全部を省略させることができる。 

 

○ 令和八年総務省告示第百四十五号による改正後の平成三十一年総務省告示第百七

十九号 

（趣旨） 

第一条 この告示は、ふるさと納税制度(個人が法第三十七条の二第二項及び第三百

十四条の七第二項の規定による指定を受けた都道府県、市町村又は特別区(以下

「地方団体」という。)に対する寄附金を支出した場合に、当該寄附金について法

第三十七条の二第一項及び第三百十四条の七第一項の規定による寄附金税額控除を

適用する制度をいう。以下同じ。)が、ふるさとやお世話になった地方団体に感謝

し、若しくは応援する気持ちを伝え、又は税の使い途を自らの意思で決めることを

可能とすることを趣旨として創設された制度であることを踏まえ、ふるさと納税制

度の適切な運用に資するため、ふるさと納税制度の対象となる地方団体の指定に係

る基準等を定めるものとする。 

 

（法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項の総務大臣が定めるもの） 

第二条 法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定する総務大臣が

定めるものは、次に掲げるものとする。 

一 物品又は役務と交換させるために提供するもの 

二 電気(これと交換させるために提供するものを含む。) 

 

（募集の適正な実施に係る基準） 

第三条 法第三十七条の二第二項第一号及び第三百十四条の七第二項第一号に規定す

る総務大臣が定める基準は、第一号及び第二号(地方団体が食品(食品表示法(平成

二十五年法律第七十号)第二条第一項に規定する食品をいう。以下同じ。)を法第三

十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定する返礼品等(以下「返礼品

等」という。)として提供する場合には、次の各号)のいずれにも該当することとす

る。 

一 地方団体による第一号寄附金(法第三十七条の二第一項第一号及び第三百十四

条の七第一項第一号に掲げる寄附金をいう。以下同じ。)の募集として次に掲げ

る取組を行わないこと。 

イ 特定の者に対して謝金その他の経済的利益の供与を行うことを約して、当該

特定の者に第一号寄附金を支出する者(以下「寄附者」という。)を紹介させる

方法その他の不当な方法による募集 

ロ 次に掲げる者を通じた募集 

(１) 寄附者から返礼品等の譲渡を受け、当該寄附者にその対価として金銭の

支払をすることを業として行う者 

(２) 第一号寄附金の寄附に伴って寄附者に対し金銭その他の経済的利益(第

一号寄附金に係る決済に伴って提供されるものであって、通常の商取引に係

る決済に伴って提供されるものに相当するものを除く。)を提供する者(第三

者を通じて提供する者を含む。) 

ハ 返礼品等を強調した寄附者を誘引するための宣伝広告(当該地方団体と第一

号寄附金の募集に関し契約を行った者及び当該地方団体の返礼品等を取り扱う

者が行うものを含む。) 



ニ 寄附者による適切な寄附先の選択を阻害するような表現を用いた情報提供 

ホ 当該地方団体の区域内に住所を有する者に対する返礼品等の提供 

二 指定対象期間(法第三十七条の二第二項及び第三百十四条の七第二項に規定す

る指定対象期間をいう。以下同じ。)の初日の属する年度の前年度において法第

三十七条の二第二項第二号イ及び第三百十四条の七第二項第二号イに規定する第

一号寄附金の募集に要する費用の額として一の者に支払った額(一の者に複数の

支払を行ったときは、その合計額)が百万円以上であるときは、当該指定対象期

間の初日の前日までに、総務大臣の定めるところにより、その支払先の氏名又は

名称、住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地、支払額及び支払目的を記載

した一覧表を作成し、公表すること。ただし、支払先が個人であるときは、公表

について当該個人の同意がある場合を除き、当該個人の氏名及び住所に代えて、

これらを公表しない旨を記載すること。 

三 地方団体が返礼品等として提供する食品を取り扱う者による当該食品の産地名

の適正な表示を確保するため、次に掲げる措置その他の必要な措置を講じている

こと。 

イ 当該者との契約において、次に掲げる規定を設けること。 

(１) 当該者において、当該食品の産地名を適正に表示する旨の規定 

(２) 当該地方団体が必要と認めるときは、当該者に対し調査(実地調査を含

む。)を行うことができる旨の規定 

ロ イに掲げる契約の規定に基づき、定期的に必要な調査等を行うとともに、当

該者において当該食品の産地名の適正な表示が行われていないことが疑われる

場合又は当該食品について第六条に定める基準に適合しないおそれがある場合

には、速やかに実地調査等を行うこと。 

 

（寄附金の活用に係る基準） 

第四条 法第三十七条の二第二項第二号イ及び第三百十四条の七第二項第二号イに規

定する指定対象期間における第一号寄附金の募集に要する費用の額として総務大臣

が定めるところにより算定した額は、指定対象期間において受領する第一号寄附金

の募集に要する費用(法附則第七条第二項に規定する申告特例の求めに関する事

務、第一号寄附金の受領を証する書類に関する事務その他当該募集に付随して生ず

る事務に要する費用を含む。)の額の合計額とする。 

２ 法第三十七条の二第二項第二号ロ及び第三百十四条の七第二項第二号ロの規定に

よる公表は、地方団体が地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百三十三条

第三項の規定により決算を議会に付したときに、遅滞なく、指定対象期間の初日の

属する年度における法第三十七条の二第二項第二号イ及び第三百十四条の七第二項

第二号イに規定する寄附金活用可能額の使途に関する事項について、当該地方団体

のウェブサイトに掲載することにより行うものとする。ただし、天災その他やむを

得ない理由のある場合はこの限りでない。 

 

（返礼品等の調達に要する費用の額の算定） 

第五条 法第三十七条の二第二項第三号及び第三百十四条の七第二項第三号に規定す

る個別の第一号寄附金の受領に伴い提供する返礼品等の調達に要する費用の額とし

て総務大臣が定めるところにより算定した額は、次の各号に定めるところにより算

定した額とする。 

一 返礼品等の調達に要する費用の額とは、個別の返礼品等の調達のために、地方

団体が現に支出した額とし、支出の名目にかかわらず、当該地方団体が支出した



額が当該返礼品等の数量又は内容に影響するものである場合には、当該支出した

額を含むものとする。 

二 前号の規定にかかわらず、返礼品等が、当該地方団体が保有し、若しくは管理

する施設若しくは設備を使用させる役務である場合又は当該地方団体が自ら提供

する役務である場合には、当該施設若しくは設備を使用すること又は当該役務を

提供することに関して通常要する額を当該返礼品等の調達に要する費用の額とす

る。 

 

（法第三十七条の二第二項第四号及び第三百十四条の七第二項第四号の総務大臣が

定める基準） 

第六条 法第三十七条の二第二項第四号及び第三百十四条の七第二項第四号に規定す

る総務大臣が定める基準は、地方団体が提供する返礼品等が、次の各号のいずれか

に該当するもの(当該各号のいずれかに該当する返礼品等とのみ交換させるために

提供するものを含む。)であることとする。 

一 当該地方団体の区域内において生産されたものであること。 

二 当該地方団体の区域内において返礼品等の原材料の主要な部分が生産されたも

のであること。 

三 当該地方団体の区域内において返礼品等の製造、加工その他の工程(イ及び第

五号において「製造等」という。)を行うことにより当該返礼品等の価値の過半

が生じているものであって、次のいずれにも該当するものであること。ただし、

当該工程が食肉の熟成又は玄米の精白である場合には、当該地方団体の属する都

道府県の区域内において生産されたものを原材料とするものに限ること。 

イ 当該地方団体の区域内において製造等を行うことにより当該返礼品等の価値

の過半が生じている旨の証明(ロにおいて「証明」という。)が、総務大臣の定

めるところにより、当該返礼品等の製造等を行う者によりなされているもの 

ロ 当該地方団体が第一号寄附金の受領に伴い本号に該当する返礼品等を提供す

る旨を表示して当該第一号寄附金の募集を開始する日までに、当該地方団体に

よって、証明の内容が総務大臣の定めるところにより公表されるもの 

四 返礼品等を提供する市町村又は特別区(以下この号及び第八号において「市区

町村」という。)の区域内において生産されたものであって、近隣の他の市区町

村の区域内において生産されたものと混在したもの(流通構造上、混在すること

が避けられない場合に限る。)であること。 

五 地方団体の広報の目的で製造等がされた当該地方団体のキャラクターグッズ、

オリジナルグッズその他これらに類するものであって、次のいずれにも該当する

ものであること。 

イ 形状、名称その他の特徴から当該地方団体の独自の返礼品等であることが明

白なもの 

ロ 指定対象期間の初日の属する年の前年の十月一日からその翌年の九月三十日

までの間に、当該地方団体が広報の目的で自ら調達し、配布又は販売を行った

実績(返礼品等の提供によるものを除く。)があるもの 

ハ 指定対象期間において、当該地方団体が広報の目的で自ら調達し、配布又は

販売を行う計画(返礼品等の提供によるものを除く。)を定めているもの 

ニ 指定対象期間において、当該地方団体が返礼品等として提供する数量が、ロ

の配布又は販売を行った数量を超えないもの 

六 前各号に該当する返礼品等と当該返礼品等に附帯するものとを合わせて提供す

るものであって、当該返礼品等の価値が当該提供するものの価値全体の七割以上

であること。 



七 当該地方団体の区域内において提供される役務その他これに準ずるもの(宿泊

(飲食を伴うものを含む。以下同じ。)の提供に係る役務を除く。)であって、当

該役務の主要な部分が当該地方団体に相当程度関連性のあるものであること。 

七の二 当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設であって、当該地方団体の属す

る都道府県の区域内においてのみ宿泊施設の運営を行う者が運営するもの(フラ

ンチャイズチェーン等の方式により、当該地方団体の属する都道府県の区域外に

所在する宿泊施設のブランド名を冠するものを除く。)における宿泊の提供に係

る役務であること。 

七の三 当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務

であって前号に該当しないもののうち、次のいずれかに該当するものであるこ

と。 

イ 当該役務の調達に要する費用の額が一夜につき一人当たり五万円を超えない

もの 

ロ 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法

律(平成八年法律第八十五号)第二条第一項の規定により特定非常災害として指

定された非常災害に際し災害救助法(昭和二十二年法律第百十八号)が適用され

た同法第二条第一項に規定する災害発生市町村の属する都道府県の区域内の地

方団体により提供されるもの(特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図

るための特別措置に関する法律第二条第一項の特定非常災害発生日から起算し

て一年を経過する日の属する指定対象期間において提供されるものに限る。) 

七の四 当該地方団体の区域内において地域のエネルギー源により発電された電気

であること。 

八 次のいずれかに該当する返礼品等であること。 

イ 市区町村が近隣の他の市区町村と共同でこれらの市区町村の区域内において

前各号のいずれかに該当するものを共通の返礼品等とするもの 

ロ 都道府県が当該都道府県の区域内の複数の市区町村と連携し、当該連携する

市区町村の区域内において前各号のいずれかに該当するものを当該都道府県及

び当該市区町村の共通の返礼品等とするもの 

ハ 都道府県が当該都道府県の区域内の複数の市区町村において地域資源として

相当程度認識されている物品及び当該市区町村を認定し、当該物品を当該市区

町村がそれぞれ返礼品等とするもの 

九 震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により甚大な被害を受け

たことにより、その被害を受ける前に提供していた前各号のいずれかに該当する

返礼品等を提供することができなくなった場合において、当該返礼品等を代替す

るものとして提供するものであること。 

 

 


